
費用負担について費用負担について

○費用負担については、実費を徴収。

接種費用 ： 合計 ６，１５０円

１回目 ３，６００円

２回目 ２ ５５０円（※ ）２回目 ２，５５０円（※ ）

※ １回目と異なる医療機関で接種する場合は３６００円
（基本的な健康状態等の確認が必要なため）

○所得の少ない世帯の負担軽減

（基本的な健康状態等の確認が必要なため）

○所得の少ない世帯の負担軽減
・国としては、市町村民税非課税世帯を軽減できる財源を措置

（国 ½ 都道府県 ¼ 市町村 ¼ ）（国 ½、都道府県 ¼ 、市町村 ¼ ）
・市町村は、これを踏まえ、軽減措置の内容を決定し、実施。

ワクチンの有効性、安全性について

○インフルエンザワクチンには、限界がある。

重症化 死亡の防止について 定の効果が期待－重症化、死亡の防止について、一定の効果が期待

－感染防止、流行の阻止の効果は、保証されていない

○稀ではあるが重篤な副作用も起こりうる。

・ 国内産ワクチン

－安全性は、季節性インフルエンザワクチンと同程度と考えられる安 性 、季節性 ク 同程度 考 れる

・ 輸入ワクチン
－国内産ワクチンと 製造法 成分 接種方法等が違い－国内産ワクチンと、製造法、成分、接種方法等が違い、
有効性・ 安全性が異なる可能性がある。

・ 副反応を迅速に把握し、当該情報を専門家により、
評価する仕組みを構築し、速やかに対応。す 構 、

・ 予防接種法に準じた救済制度を創設（特別措置法）。



新型インフルエンザ予防接種による
健康被害の救済等に関する特別措置法

新型インフルエンザ（Ａ/Ｈ１Ｎ１）と予防接種法の関係

新型インフルエンザ（Ａ/Ｈ１Ｎ１）の予防接種

○ 現行の臨時接種は、疾病のまん延予防上緊急の必要がある場
合に 被接種者等に接種の努力義務を課し 公的な接種勧奨の合に、被接種者等に接種の努力義務を課し、公的な接種勧奨の
もと、予防接種を実施するもの。

新型インフルエンザ（Ａ/Ｈ１Ｎ１）は、季節性インフルエンザと同程

度の病原性であることから、予防接種を行う際に、被接種者に接度の病原性であることから、予防接種を行う際に、被接種者に接
種の努力義務を課す必要性は認められなかった。

予防接種法に基づく臨時接種として実施せず、国を実施主体と
する予算事業として予防接種を実施。また、併せて、特別措置法

○
する予算事業として予防接種を実施。また、併せて、特別措置法
を制定し、健康被害救済等に係る規定を整備。



新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法
（平成２１年法律第９８号）

厚生労働大臣が行う新型インフルエンザ予防接種による健康被害の迅速な救済を図る
とともに、必要な海外生産分の輸入を行うため副作用被害等に関する企業への国の損

１ 健康被害が生じた場合の救済措置の整備

とともに、必要な海外生産分の輸入を行うため副作用被害等に関する企業 の国の損
失補償を行うために、新たな立法措置を講じた。

１．健康被害が生じた場合の救済措置の整備

○ 厚生労働大臣は、新型インフルエンザ予防接種において、当該予防接種を受けた者
について 健康被害が生じた場合の救済措置を講ずることについて、健康被害が生じた場合の救済措置を講ずること。

○ 給付の額等については、予防接種法の二類疾病の定期接種に係る給付に関する措
置（医薬品医療機器総合機構法に基づく副作用救済給付と同様）を踏まえたものとする
こと。

２．輸入企業との契約内容への対応 （副作用被害等に関する企業への国の損失補償）

○ 特例承認を受けた新型インフルエンザワクチンの製造販売業者を相手方として、ワク
チン使用により生じた健康被害に係る損害を賠償すること等により当該製造販売業者
に生じた損失等については、政府が補償することを約する契約を締結することができるじた損失等 は、政府 補償する を約する契約を締結する きる
こと。

新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関する特別措置法
（平成２１年法律第９８号）

３．施行期日施行期

１２月４日（公布日施行）。ただし、健康被害の救済措置に係る規定は、施行日前に新

型インフルエンザ予防接種を受けた者にも適用すること。

４．検討規定

政府は、厚生労働大臣が行う新型インフルエンザ予防接種の実施状況、新型インフ

ザ予防接種 有効性及び安全性 関する調査研究 結果等を勘案 将来発ルエンザ予防接種の有効性及び安全性に関する調査研究の結果等を勘案し、将来発

生が見込まれる新型インフルエンザ等感染症に係る予防接種の在り方、当該予防接

種に係る健康被害の救済措置の在り方等について速やかに検討を加え、その結果に

基づいて所要の措置を講ずるものとすること。



新型インフルエンザ対策の推進に関する件（抄） ①
（衆議院厚生労働委員会決議１７３第１号 平成21年11月26日）

政府は、新型インフルエンザ対策の実施に当たり、次の事項について適

切な措置を講ずるべきである。

将来発生が見込まれる新型インフルエンザに係る予防接種についての一 将来発生が見込まれる新型インフルエンザに係る予防接種についての

被接種者の費用負担の在り方については、季節性インフルエンザの予防

接種の費用負担の状況 他の予防接種の費用負担の在り方 今後 諸外接種の費用負担の状況、他の予防接種の費用負担の在り方、今後、諸外

国における予防接種に係る制度等を踏まえ、検討を行うこと。

四 今回の新型インフルエンザ予防接種による健康被害に対する給付の額

については、新型インフルエンザ予防接種による健康被害の救済等に関

する特 措 法附則第 条 規定を踏ま 次期通常 会 法案提出する特別措置法附則第六条の規定を踏まえ、次期通常国会への法案提出

も視野に入れ、予防接種法の見直しの議論を進める中で併せて検討を行

うことうこと。

新型インフルエンザ対策の推進に関する件（抄） ②
（衆議院厚生労働委員会決議１７３第１号 平成21年11月26日）

九 ワクチンによる健康被害に係る賠償により生じた製造業者の損失に九 ワクチンによる健康被害に係る賠償により生じた製造業者の損失に

対する緊急時の政府補償の在り方については、我が国におけるワクチ

ン開発の振興を図る観点から検討を行うことン開発の振興を図る観点から検討を行うこと。

十三 烏インフルエンザに由来する新型インフルエンザ(H５N１)や今般十三 烏インフルエンザに由来する新型インフルエンザ(H５N１)や今般

の新型インフルエンザウイルス株の変異に対応する新型インフルエン

ザワクチン開発と医療提供の体制を確立すること。ザワクチン開発と医療提供の体制を確立すること。

十四 新型インフルエンザワクチンについては、国内生産により全国民十 新 ク 、国 産 り 国民

分を供給できるよう、その製造能力を飛躍的に向上させるため、平成

二十年四月二十三日の当委員会における附帯決議を踏まえ、細胞培養

法の開発等に係る予算を確保し、国が主導して研究開発を積極的に進

めること。


